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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　絶縁層を備え、該絶縁層が、ポリオレフィンポリマーと、非局在化電子構造を有する電
圧安定剤とを含む、前記絶縁層内の電気トリーイングを抑制するための電力ケーブルであ
って、
　前記電圧安定剤が、カロテノイド、カロテノイド類似体およびカロテノイド誘導体から
なる群より選択され、該類似体または誘導体が、カロテノイドから誘導される化合物であ
る、前記電力ケーブル。
【請求項２】
　前記カロテノイドが、α－カロテン、β－カロテン、ルテイン、ルテオキサンチン、リ
コペン、ゼアキサンチン、およびフコキサンチンからなる群から選択される、請求項１に
記載の電力ケーブル。
【請求項３】
　ポリオレフィンポリマーおよび非局在化電子構造を有する電圧安定剤を含む組成物を用
いて絶縁層を形成し、該絶縁層内の電気トリーイングを抑制することを含む、電力ケーブ
ルにおける絶縁層内の電気トリーイングの抑制方法であって、
　前記電圧安定剤が、カロテノイド、カロテノイド類似体およびカロテノイド誘導体から
なる群より選択され、該類似体または誘導体が、カロテノイドから誘導される化合物であ
る、前記抑制方法。
【請求項４】
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　前記カロテノイドが、α－カロテン、β－カロテン、ルテイン、ルテオキサンチン、リ
コペン、ゼアキサンチン、およびフコキサンチンからなる群から選択される、請求項３に
記載の抑制方法。
【請求項５】
　組成物内の電気トリーイングを抑制するための組成物であって、
　該組成物が、ポリプロピレンホモポリマーまたはポリエチレンホモポリマーから選択さ
れるポリオレフィンポリマーと、カロテノイド、カロテノイド類似体およびカロテノイド
誘導体からなる群より選択される電圧安定剤とを含み、前記類似体または誘導体が、カロ
テノイドから誘導される化合物である、前記組成物。
【請求項６】
　前記カロテノイドが、α－カロテン、β－カロテン、ルテイン、ルテオキサンチン、リ
コペン、ゼアキサンチン、およびフコキサンチンからなる群から選択される、請求項５に
記載の組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ポリオレフィンポリマーと、非局在化電子構造を有するオリゴマーまたはポ
リマーとを含む組成物に関する。一態様において、本発明は、ケーブルおよびワイヤに関
する。別の態様において、本発明は、絶縁層を備える電力ケーブルに関し、さらに別の態
様において、本発明は、絶縁層が、ポリオレフィンポリマーと、高分子量および非局在化
電子構造を有するオリゴマーまたはポリマーとを含む組成物を含む、電力ケーブルに関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　ポリマー組成物は、ワイヤおよびケーブルの主要な絶縁材料として広範に使用されてい
る。絶縁材料として、組成物は、様々な物理的および電気的特性、例えば、機械的カット
スルーに対する耐性；耐ストレスクラック性；および絶縁破損（dielectric failure）を
有することが重要である。残念ながら、高圧ケーブルにポリマー組成物を有効に使用する
ことは、「トリーイング（treeing）」と呼ばれる劣化過程によって妨げられてきた。
【０００３】
　トリーイングは、木のような外観の故にその名前を有するマイクロチャネルまたはチュ
ーブを結果的に生成する、絶縁材への電子およびイオンの衝撃によって引き起こされ、絶
縁材の比較的ゆっくりとした進行性の劣化である。トリーは、高電圧サージの間のイオン
化（コロナ）の作用によって、ポリマー絶縁材にとって異質である汚染物質またはボイド
の箇所で始まる。一旦、トリーが始まると、それは通常、特にさらなる高電圧サージの間
に、成長し、決まっていないある時間で、絶縁破損が起こり得る。
【０００４】
　２つのタイプのトリーイング：（１）電気トリーイング、および（２）水トリーイング
がある。水または電気化学トリーは、水の存在下で、また特に低電圧で、生成する。水が
ない場合、生成するトリーは電気トリーと呼ばれる。
【０００５】
　電気トリーイングは、誘電体を分解する内部放電により生じる。高電圧インパルスは電
気トリーを生成し得る。電極／絶縁材の境界（これは欠陥を含み得る）への交流電圧の印
加により生じる損傷は、工業的に重要である。この場合、非常に大きな局在化された応力
勾配が存在し得る、また十分な時間で、トリーの開始および成長に至り得る。
【０００６】
　トリーの生成の可能性を抑制するために用いられる、一般的に行われることは、ポリマ
ー組成物に添加剤（これらは、しばしば、「電圧安定剤（voltage stabilizer）」と呼ば
れる）を導入することである。添加剤は、（１）高エネルギー電子を化学的に捕捉するよ
うに；（２）放電経路の成長を電気的に遅くするように；（３）内部キャビティの表面を
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導電性にするように；（４）場の勾配を緩くするようにバルクのコンダクタンスを増大さ
せるように；また（５）トリーの拡大を物理的に阻むように、様々な仕方で機能する。ガ
ス、オイル、液体、ワックス酸化防止剤、触媒安定剤、および低吸湿性の無機フィラーは
、全て、この目的のためのコンパウンディング剤としての候補である。
【０００７】
　電圧安定剤、例えば、アセトフェノン、フルオランテン、ピレン、ナフタレン、ｏ－タ
ーフェニル、ビニルナフタレン、クリセン、アントラセン、アルキルフルオロランテンお
よびアルキルピレンは、電子を捕捉し失活させて、トリーイングを抑制すると考えられる
。しかし、電圧安定剤の揮発性、移動、低い溶解性、および毒性のために、それらの工業
的成功は限定的であった。化合物の揮発性が余りに大きいと、その化合物は表面に移動し
、蒸発するので、化合物の効果はなくなる。さらに、前記化合物は毒性であるため、望ま
れない場所への化合物の移動は、問題が多い。
【０００８】
　シリコーンには、抗トリーイングの分野において限られた用途が見出されてきた。米国
特許第３９５６４２０号は、水中でのポリエチレンの絶縁耐力およびその課電寿命（volt
age endurance）を向上させるために、８－置換キノリン中のフェロセンとシリコーン液
体との組合せの使用を開示する。米国特許第４１４４２０２号は、エポキシ基を含むオル
ガノシランを用いることによって、エチレンポリマー組成物の水トリーイングを抑制する
。さらに、米国特許第４２６３１５８号は、エチレンポリマーの水トリーイングを抑制す
るために、炭素－窒素二重結合を含むオルガノシランの使用を開示する。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　主要な絶縁材における水トリーの成長および電気トリーの成長は、トリーイングがやは
り絶縁破損に結び付くので、依然として重要な問題のままである。したがって、トリーイ
ングを抑制するまたは遅らせることができ、毒性が低く、揮発性が低く、ポリオレフィン
との相溶性が良好な電圧安定剤が依然として求められている。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　一実施形態において、本発明はポリオレフィンポリマーと、非局在化電子構造を有する
電圧安定剤とを含む絶縁層を備える電力ケーブルである。別の実施形態において、本発明
は、ポリオレフィンポリマーと、非局在化電子構造を有する電圧安定剤とを含む組成物で
ある。さらに別の実施形態において、本発明は、ケーブルにおける電気トリーイングを抑
制するための方法である。さらに別の実施形態において、本発明での電圧安定剤は、高分
子量で非局在化電子構造の導電性オリゴマーまたはポリマーである。別の実施形態におい
て、本発明での電圧安定剤は、低い毒性、低い揮発性、ならびにポリオレフィンおよび関
連ポリマーとの混和性を有する。さらに別の実施形態において、本発明は、カロテノイド
、カロテノイド類似体、カロテノイド誘導体、導電性ポリマー、カーボンブラックおよび
これらの組合せに関する。さらに別の実施形態において、本発明は、少なくとも０．０ｅ
Ｖの電子親和力を有する電圧安定剤、好ましくは少なくとも５ｅＶの電子親和力を有する
電圧安定剤、より好ましくは、少なくとも１０ｅＶの電子親和力を有する電圧安定剤を含
む電力ケーブルに関する。さらに別の実施形態において、本発明は、８ｅＶを超えないイ
オン化エネルギーを有する電圧安定剤を含む電力ケーブルに関し、好ましくは、イオン化
エネルギーは５ｅＶを超えず、より好ましくは、イオン化エネルギーは、３ｅＶを超えな
い。さらに別の実施形態において、本発明は、少なくとも０．０ｅＶの電子親和力、およ
び８ｅＶを超えないイオン化エネルギーを有する電圧安定剤を含む電力ケーブルに関する
。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】断熱電子親和力（ＥＡ標識軸）およびイオン化エネルギー（ＩＥ標識軸）へのモ
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ル電圧差（Molar Voltage Difference）の依存性を示す等高線プロットである。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　本開示における数値の範囲はおおよそのものであり、したがって、特に断らなければ、
範囲外の値を含み得る。数値範囲は、下限値および上限値を含めて、ある下限値とある上
限値との間が少なくとも２単位離れているとして、１単位ずつの増加で、下限値から上限
値の全ての値を含む。例として、例えば、分子量、粘度、メルトインデックスなどのよう
な、組成上の、物理的なまたは他の特性が、１００から１，０００である場合、全ての個
々の値、例えば、１００、１０１、１０２など、および従属範囲、例えば、１００から１
４４、１５５から１７０、１９７から２００、などが明示的に挙げられることが意図され
ている。１未満である値を含む、または１を超える分数（例えば、１．１、１．５、など
）を含む範囲では、１単位は、適宜、０．０００１、０．００１、０．０１または０．１
であると見なされる。１０未満の単一数字を含む範囲（例えば、１から５）では、１単位
は通常、０．１であると見なされる。これらは、具体的に意図されているものの例にすぎ
ず、挙げられる最低値と最大値の間の数値の全ての可能な組合せが、本開示では、明白に
述べられていると見なされるべきである。数値範囲は、本開示内において、特に、組成物
に対する電圧安定剤の量、および組成物に対するカロテノイド、カロテノイド類似体、カ
ロテノイド誘導体、カーボンブラックまたは導電性ポリマーの量について与えられる。
【００１３】
　「ケーブル」、「電力ケーブル」、および類似の用語は、保護ジャケットまたはシース
内の少なくとも１本のワイヤまたは光ファイバを意味する。通常、ケーブルは、典型的に
は共通の保護ジャケットまたはシース内に、一緒に束ねられた２本以上のワイヤまたは光
ファイバである。ジャケット内の個々のワイヤまたはファイバは、裸であることも、被覆
されているまたは絶縁されていることもある。組合せケーブルは、電気ワイヤおよび光フ
ァイバの両方を含み得る。ケーブルなどは、低、中および高電圧用途向けに設計され得る
。典型的なケーブル設計は、米国特許第５２４６７８３号、米国特許第６４９６６２９号
および米国特許第６７１４７０７号に例示されている。
【００１４】
　「ポリマー」は、同じまたは異なる種類のいずれかのモノマーを重合することによって
調製されるポリマー化合物を意味する。したがって、一般的用語であるポリマーは、ホモ
ポリマー（通常、１種類のモノマーだけから調製されるポリマーを表すために用いられる
）という用語、および下で定義されるインターポリマーという用語を包含する。
【００１５】
　「インターポリマー」は、少なくとも２つの異なる種類のモノマーの重合によって調製
されるポリマーを意味する。この一般的用語は、コポリマー（通常、２つの異なる種類の
モノマーから調製されるポリマーを表すために用いられる）、および、３つ以上の異なる
種類のモノマーから調製されるポリマー、例えば、ターポリマー、テトラポリマーなどを
含む。
【００１６】
　「ポリオレフィン」、「ＰＯ」および類似の用語は、単なるオレフィンから誘導される
ポリマーを意味する。多くのポリオレフィンは熱可塑性であり、本発明の目的では、ゴム
相を含み得る。代表的なポリオレフィンには、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリブテ
ン、ポリイソプレン、およびそれらの様々なインターポリマーが含まれる。
【００１７】
　「ブレンド」、「ポリマーブレンド」および類似の用語は、２種以上のポリマーの組成
物を意味する。このようなブレンドは、混和性であることもないこともある。このような
ブレンドは、相分離していることもしていないこともある。このようなブレンドは、透過
電子顕微鏡、光散乱、ｘ－線散乱、および当技術分野において知られている任意の他の方
法により求められる、１種または複数のドメイン形態を含むことも含まないこともある。
【００１８】
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　「カロテノイド」は、文献に記載されている７００種類を超える天然に産するカロテノ
イド、およびそれらの立体－および幾何異性体を意味する。含酸素官能基をもたないカロ
テノイドは、それらの炭化水素の性質を反映して、「カロテン」と呼ばれる；含酸素カロ
テンは「キサントフィル」として知られている。
【００１９】
　「カロテノイド類似体」および「カロテノイド誘導体」は、天然に産するかまたは合成
のカロテノイドから誘導される化合物または化学的組成物を意味する。カロテノイド類似
体およびカロテノイド誘導体のような用語は、また、広く、非カロテノイド系親化合物か
ら合成により誘導されたが、カロテノイド由来類似体に実質的に似ている化合物または化
学的組成物も表し得る。「誘導体」は、別の物質から、直接あるいは修飾または部分的置
換によるかのいずれかで誘導される化学物質を意味する。「類似体」は、構造において別
のものに似ているが、必ずしも異性体ではない化合物を意味する。典型的な類似体または
誘導体には、トリーイングン対する同等のまたは向上した耐性を示すが、親化合物と構造
的には異なる分子が含まれる。このような類似体または誘導体には、これらに限らないが
、スペーサー（リンカー）を有するまたは有さない、エステル、エーテル、カルボナート
、アミド、カルバマート、リン酸エステルおよびエーテル、スルファート、グリコシドエ
ーテルが含まれ得る。
【００２０】
　原子または分子の「イオン化ポテンシャル」および「イオン化エネルギー」（ＥＩ）は
、１モルの孤立した気体原子またはイオンから１モルの電子を取り出すのに必要とされる
エネルギーを意味する。イオン化ポテンシャルは、電子を譲り渡す原子またはイオンの「
抵抗（reluctance）」、または電子が束縛されている「強さ」の尺度であり、イオン化エ
ネルギーが大きいほど、電子を取り出すことが一層困難である。イオン化ポテンシャルは
、元素の反応性を示すものである。小さいイオン化エネルギーを有する元素は、還元剤で
あり、塩を生成する傾向がある。
【００２１】
　「電子親和力」は、気相の中性原子が余分の電子を獲得して負に帯電したイオンを生成
するときに放出されるエネルギーを意味する。
【００２２】
　「垂直電子親和力」は、最適化された中性分子のエネルギーと最適化されていないラジ
カルアニオンのエネルギーとの間のエネルギー差を意味する。
【００２３】
　「断熱電子親和力」は、最適化された中性分子のエネルギーと最適化されたラジカルア
ニオンのエネルギーとの間の差を意味する。
【００２４】
　一実施形態において、本発明は、ポリオレフィンポリマーと、非局在化電子構造を有す
る電圧安定剤とを含む組成物に関し、これらは、抗トリーイング剤として機能する。毒性
が低く、揮発性が低く、またポリオレフィンとの相溶性が良好な電圧安定剤が、本発明に
おいて使用され得る。高分子量で非局在化した電子構造のオリゴマーまたはポリマーは、
本発明において電圧安定剤として使用でき、それらには、これらに限らないが、カロテノ
イド、カロテノイド類似体、カロテノイド誘導体、導電性ポリマー、カーボンブラックお
よびこれらの組合せが含まれる。
【００２５】
　高分子量のオリゴマーおよびポリマーは、通常、少なくとも１０，０００、好ましくは
少なくとも２０，０００、より好ましくは少なくとも６０，０００の数平均分子量（Ｍｎ

）を有する。通常、オリゴマーおよびポリマーのＭｎは、２５０，０００を超えず、好ま
しくは、Ｍｎは１００，０００を超えず、より好ましくは、Ｍｎは８０，０００を超えな
い。
【００２６】
　カロテノイド
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　カロテノイドは、主に、植物、酵母菌、および微細藻類によって産出される一群の天然
顔料である。関連化合物のファミリーは、ＺおよびＥ異性体を除いて、今や、７００種を
超える記載メンバーの数に達する。全てのカロテノイドは、共通の化学的特徴、例えば、
ポリイソプレノイド構造、発色団を形成する長いポリエン鎖、および中央の二重結合の回
りの近似的対称性を共有する。２つのＣ２０ゲラニルゲラニル二リン酸分子の尾部－尾部
の結合が、親のＣ４０炭素骨格を生成する。
【００２７】
　キラル中心を有するカロテノイドは、Ｒ（rectus、右）またはＳ（sinister、左）の立
体配置のいずれかとして存在し得る。例として、アスタキサンチン（３および３’炭素に
２つのキラル中心を有する）は、４つの可能な立体異性体：３Ｓ、３’Ｓ；３Ｒ、３’Ｓ
および３Ｓ、３’Ｒ（メソ形）；または、３Ｒ、３’Ｒとして存在し得る。各立体異性体
の相対比率は、自然の供給源によって変わり得る。
【００２８】
　これらに限らないが、アンテラキサンチン、アクチニオエリトリンアドニキサンチン、
アロキサンチン、アスタセイン（astacein）、アスタキサンチン、ビキシン、カンタキサ
ンチン、カプソルブリン、ベータ－クリプトキサンチン、アルファ－カロテン、ベータ－
カロテン、イプシロン－カロテン、エキネノン、ガンマ－カロテン、ゼータ－カロテン、
カンタキサンチン、カプサンチン、カプソルビン、クロロバクテン、アルファ－クリプト
キサンチン、クロセチン、クロセチンセミアルデヒド、クロシン、クルスタキサンチン、
クリプトカプシン、シンチアキサンチン、デカプレノキサンチン、ジアトキサンチン、７
，８－ジデヒドロアスタキサンチン、ジアジノキサンチン、エッショルツキサントチン、
エッショルツキサントン、フレキシキサンチン、フコキサンチン、フコキサンチノール、
ガザニアキサンチン、ホプキンシアキサンチン、ヒドロキシスフェリオデノン（hydroxys
pheriodenone）、イソフコキサンチン、イソレニエラテン、ラクツカキサンチン、ロロキ
サンチン、ルテイン、ルテオキサンチン、リコペン、リコペルセン、リコキサンチン、ネ
オキサンチン、ネオクロム、ノイロスポレン、ヒドロキシノイロスポレン、ノナプレノキ
サンチン、オケノン、オシラキサンチン（oscillaxanthin）、パラセントロン、ペクテノ
ロン、ペクテネオキサンチン（pecteneoxanthin）、ペリジニン、フレイキサントフィル
（phleixanthophyll）、フェニコノンデヒドロアドニルビン（phoeniconone dehydroadon
irubin）、フェニコプテロン（phoenicopterone）、フィトエン、フィトフルエンヘキサ
ヒドロリコペン、ピロキサンチニノール（pyrrhoxanthininol）、ロドピン、ロドピング
ルコシド、ロドピノールワルミンゴール（rhodopinol warmingol）、ロドキサンチン、ロ
ドビブリン、ルビキサントン（rubixanthone）、サプロキサンチン、セミ－α－カロテン
、セミ－β－カロテン、シンタキサンチン、シホネイン、シホナキサンチン、スフェロイ
デン、スフェロイデノン、スピリロキサンチン、タンゲラキサンチン（tangeraxanthin）
、トルレン、トルラルホジンアルデヒド、トルラルホジン、トルラルホジンメチルエステ
ル、ウリオリド、ウリオリドアセタート、バウケリアキサンチン、ビオラキサンチン、キ
サントフィル、ゼアキサンチンβ－ジグルコシド、α－ゼアカロテン、およびゼアキサン
チンを含めて、任意のカロテノイド、カロテノイド類似体、またはカロテノイド誘導体が
、本発明において有用である。さらに、本発明は、ヒドロキシ－、メトキシ－、オキソ－
、エポキシ－、カルボキシ－、もしくはアルデヒド官能基、またはグリコシドエステル、
またはスルファートを生じるこれらの分子の誘導体化を包含する。
【００２９】
　全てのカロテノイドは、共役二重結合の長い中央鎖を有する、非環式Ｃ４０Ｈ５６前駆
体構造（下の式Ｉ）から、（ｉ）水素化、（ｉｉ）脱水素化、（ｉｉｉ）環化、または（
ｉｖ）酸化、あるいはこれらの過程の何らかの組合せによって、形式的には誘導され得る
。
【００３０】
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【化１】

　　　　　式Ｉ
この部類には、また、炭素骨格（Ｉ）の一定の再配列により、またはこの構造の一部の（
形式上の）除去によって生じる特定の化合物も含まれる。カロテノイド、カロテノイド類
似体、およびカロテノイド誘導体は、化学合成によって製造され得る。
【００３１】
　β－カロテン（式ＩＩ）の全合成に一般に用いられる２つの工業的方法がある。第１は
、Ｂａｄｉｓｃｈｅ　Ａｎｉｌｉｎ－＆　Ｓｏｄａ－Ｆａｂｒｉｋ（ＢＡＳＦ）によって
開発されたものであり、ウィッティヒ反応に基づく。第２は、Ｉｎｈｏｆｆｅｎ等の元々
の合成からＨｏｆｆｍａｎ－Ｌａ　Ｒｏｃｈｅによって精巧に仕上げられたグリニャール
反応である。それらはいずれも対称的である；ＢＡＳＦの合成はＣ２０＋Ｃ２０であり、
Ｈｏｆｆｆｍａｎ－Ｌａ　Ｒｏｃｈｅの合成はＣ１９＋Ｃ２＋Ｃ１９である。
【００３２】

【化２】

　　　　　式ＩＩ
【００３３】
　カロテノイドはまた、組換えＤＮＡ技術を用いても製造できる。米国特許第６９６９５
９５号は、様々なカロテノイド化合物を産出する能力を有する組換え生物を生み出す方法
を開示する。カロテノイド化合物の生合成に関与する遺伝子は、唯一のエネルギー源とし
て単一炭素基質を用いることができる微生物において発現され得る。このような微生物は
、Ｃ１代謝型（metabolizer）と呼ばれる。Ｃ１代謝型には、これらに限らないが、メチ
ロトローフおよび／またはメタノトローフが含まれる。宿主微生物は、多くのカロテノイ
ドの前駆体であるイソペンテニルピロリン酸（ＩＰＰ）を合成する能力を有するものを含
めて、任意のＣ１代謝型であり得る。
【００３４】
　特定のカロテノイドは、商業用の供給元から得ることができる。例えば、アスタキサン
チン、ベータ－カロテン、リコペン、およびキサントフィルは、Ｓｉｇｍａ　Ａｌｄｒｉ
ｃｈ（Ｓｔ．Ｌｏｕｉｓ、ＭＯ）から入手できる。合成アスタキサンチンは、大きな製造
業者、例えば、Ｈｏｆｆｍａｎｎ－ＬａＲｏｃｈｅ　ＡＧ、Ｂｕｃｋｔｏｎ　Ｓｃｏｔｔ
（米国）、またはＢＡＳＦ　ＡＧによって製造されており、エステル化されていない遊離
のアスタキサンチンの１：２：１の立体異性体混合物［３Ｓ、３’Ｓ；３Ｒ、３’Ｓ、３
’Ｒ、３Ｓ（メソ）；３Ｒ、３’Ｒ］という一定の幾何異性体混合物として提供されてい
る。
【００３５】
　アントシアニン（これは、非局在化電子構造を有するオリゴマーである）もまた、本発
明において使用され得る。アントシアニンの例には、これらに限らないが、オーランチニ
ジン、シアニジン（cyaniding）、デルフィニジン、ユウロピニジン（europinidin）、ル
テオリンジン（luteolindin）、ペラルゴニジン、マルビジン、ペオニジン、ペチュニジ
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ン、およびロシニジンが含まれる。
【００３６】
　導電性ポリマー
　導電性ポリマーもまた、抗トリーイング剤として本発明において使用され得る。導電性
ポリマーは、共役ポリマー、すなわち、伸びたｐ－軌道系（これを通して、電子がポリマ
ーの一方の端から他方の端へ動くことができる）を有する有機化合物である。導電性ポリ
マーは、化学的および／または電気化学的処理によって、ｐ－および／またはｎ－レドッ
クスドーピングのいずれかを受ける。導電性ポリマーは、その骨格に沿って散在するπ－
共役電子を有し、ドーピング後に、非局在化電子構造を含む。ｐ－ドーピングは、π－系
の部分酸化を含み、他方、ｎ－ドーピングは、π－系の部分還元を含む。ポリアニリンは
、多数のプロトン酸によってドーピングを受ける。これらの材料の伝導度は、ポリマー骨
格の化学的操作によって、ドーパントの性質によって、ドーピングの度合いによって、ま
た、他のポリマーとのブレンドによって調整できる。さらに、ポリマー材料は、軽量で、
加工が容易で、柔軟性がある。
【００３７】
　導電性ポリマー内の可動イオンは、ポリマー絶縁材の絶縁性を低下させ得る。非局在化
電子構造を有し、可動イオンを有さない導電性ポリマーが使用され得る。使用され得る導
電性ポリマーには、これらに限らないが、ポリアセチレン、ポリアニリン、ポリフラン、
ポリフルオレン、ポリチオフェン、ポリ（３－アルキルチオフェン）、ポリピロール、ポ
リアリーレン、ポリエチレンジオキシチオペン（polyethylenedioxythiopene）、ポリフ
ェニレン、ポリ（ビスチオフェンフェニレン）、ポリ（３－ヘキシルチオフェン）、ポリ
ヘプタジイン、ポリ複素芳香族ビニレン、ポリイソチアナフテン、ポリメチルピロール、
ポリナフタレン、ポリパラフェニレン、ポリパラフェニレンスルフィド、ラダー型ポリパ
ラフェニレン、ポリアリーレンビニレン、ポリアリーレンエチニレン、ポリフェニレンビ
ニレン、アルキル置換ポリパラ－フェニレンビニレン、ポリ（２，５　ジアルコキシル）
パラフェニレンビニレン、ポリオキシフェニレン、ポリパラフェニレンビニレン、ポリフ
ェニレンスルフィド、ポリフェニレンビニレン、ポリチエニレンビニレン、これらのポリ
マーの様々な誘導体、これらのポリマーの有機金属誘導体、これらのポリマーの無機誘導
体またはブロックコポリマーが含まれる。使用され得る他の導電性ポリマーは、Ｔｅｄｅ
　Ａ．　Ｓｋｏｔｈｅｉｍ、Ｒｏｎａｌｄ　Ｌ．　Ｅｌｓｅｎｂａｕｍｅｒ、Ｊｏｈｎ　
Ｒ．　Ｒｅｙｎｏｌｄｓによる「導電性ポリマーハンドブック（Ｈａｎｄｂｏｏｋ　ｏｆ
　Ｃｏｎｄｕｃｔｉｎｇ　Ｐｏｌｙｍｅｒｓ）」（Ｍａｒｃｅｌ　Ｄｅｋｋｅｒ；改定増
補第２版（１９９７年１１月１日））に記載されている。可溶性導電性ポリマーもまた、
本発明において使用され得る。さらに、分散が容易である可溶性導電性ポリマーもまた、
Ｇｏｒｍａｎ等（Ｊ．　Ａｍ．　Ｃｈｅｍ．　Ｓｏｃ．、１９９３年、１１５：１３９７
～１４０９頁）に記載されているように、使用できる。
【００３８】
　さらなる例には、これらに限らないが、ポリマーバインダー、例えば、ポリ（スチレン
）、ポリ（塩化ビニル）、ポリ（ビニル３－ブロモベンゾアート）、ポリ（メチルメタク
リラート）、ポリ（ｎ－プロピルメタクリラート）、ポリ（イソブチルメタクリラート）
、ポリ（１－ヘキシルメタクリラート）、ポリ（ベンジルメタクリラート）、ビスフェノ
ール－Ａポリカルボナート、ビスフェノール－Ｚポリカルボナート、ポリアクリラート、
ポリ（ビニルブチラール）、ポリスルホン、ポリホスファジン、ポリシロキサン、ポリア
ミドナイロン、ポリウレタン、ゾルゲルシルセスキオキサン、およびフェノキシ樹脂が含
まれる。
【００３９】
　高分子量の導電性ポリマーは、通常、少なくとも２，０００、好ましくは少なくとも１
０，０００、より好ましくは少なくとも２０，０００のＭｎを有する。通常、オリゴマー
およびポリマーのＭｎは、７５０，０００を超えず、好ましくは、Ｍｎは５００，０００
を超えず、より好ましくは、Ｍｎは２５０，０００を超えない。
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【００４０】
　導電性ポリマーの合成は、よく知られており、記載されている。例えば、チオフェンモ
ノマーの重合は、例えば米国特許第５３００５７５号に記載されており、アニリンモノマ
ーの重合は、例えば米国特許第５７９８１７０号に記載されている。
【００４１】
　導電性ポリマーは、可溶性の酸の存在下で、導電性ポリマーを生成するように、１種ま
たは複数のモノマーの酸化重合によって製造され得る。この酸は、ポリマーまたは非ポリ
マーの酸であり得る。重合は通常、均質な溶液で、好ましくは均質な水溶液で実施される
。導電性ポリマーを得るための重合は、水および有機溶媒のエマルジョン中で実施される
。一般的に、酸化剤および／または触媒の適切な溶解性を得るために、いくらかの水が存
在する。酸化剤、例えば、過硫酸アンモニウム、過硫酸ナトリウム、過硫酸カリウムなど
が使用され得る。触媒、例えば、塩化第二鉄、または硫酸第二鉄もまた存在し得る。得ら
れる重合生成物は、ドーピングされた導電性ポリマーの溶液、分散体、またはエマルジョ
ンであろう。
【００４２】
　特定の導電性ポリマーは商業用の供給元から入手できる。ポリピロールおよび非ポリマ
ーの有機酸アニオンの水性分散体が、Ｓｉｇｍａ－Ａｌｄｒｉｃｈ（Ｓｔ．Ｌｏｕｉｓ、
Ｍｏ）から入手できる。ポリ（２，３－エチレンジオキシチオフェン）の水性分散体は、
Ｈ．Ｃ．Ｓｔａｒｃｋ，ＧｍｂＨ．（Ｌｅｖｅｒｋｕｓｅｎ、ドイツ）から入手できる。
ドーピングされたポリアニリンの水性および非水性分散体、ならびにドーピングされたポ
リアニリンの固体が、Ｃｏｖｉｏｎ　Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｓｅｍｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒｓ　
ＧｍｂＨ（Ｆｒａｎｋｆｕｒｔ、ドイツ）、またはＯｒｍｅｃｏｎ（Ａｍｂｅｒｓｂｅｋ
、ドイツ）から入手できる。
【００４３】
　カーボンブラック（これは、非局在化電子構造を有する高分子量物質である）もまた、
本発明において使用され得る。平らなグラファイト状カーボンブラック粒子が本発明にお
いて使用され得る。個々のカーボンブラックグラファイト状粒子（これらは、重ならず、
電気的に孤立している）は、高エネルギー電子（これらは、トリーイングに関与する）に
対する非局在化電子吸い込み系（sink）として作用する。
【００４４】
　カーボンブラックは、製造条件に応じて様々な度合いで、それらに表面に化学吸着され
た酸素複合体（すなわち、カルボキシル基、キノン基、ラクトン基、フェノール基および
その他）を有する。これらに限らないが、２００から１０００ｍ２／ｇの表面積（窒素表
面積（ＮＳＡ）、ＡＳＴＭ　Ｄ６５５６）を有するカーボンブラックを含めて、任意のカ
ーボンブラックが本発明において使用され得る。カーボンブラックの原料（これは、Ｔｈ
ｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙから入手できる）が、カーボンブラック
の製造に使用され得る。カーボンブラックは市販されており、Ｃｏｌｕｍｂｉａｎ　Ｃｈ
ｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ（Ａｔｌａｔａ、Ｇａ）のような供給元から入手できる。
【００４５】
　電子親和力およびイオン化特性
　いくつかの実施形態において、本発明での電圧安定剤は、少なくとも０．０ｅＶの電子
親和力、好ましくは少なくとも５ｅＶの電子親和力、より好ましくは少なくとも１０ｅＶ
の電子親和力を有し得る。
【００４６】
　別の実施形態において、本発明での電圧安定剤は、８ｅＶを超えないイオン化エネルギ
ーを有することができ、好ましくはイオン化エネルギーは５ｅＶを超えず、より好ましく
はイオン化エネルギーは３ｅＶを超えない。
【００４７】
　さらに別の実施形態において、本発明での電圧安定剤は、少なくとも０．０ｅＶの電子
親和力、好ましくは少なくとも５ｅＶの電子親和力、より好ましくは１０ｅＶの電子親和
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力、および、８ｅＶを超えないイオン化エネルギーを有することができ、好ましくはイオ
ン化エネルギーは５ｅＶを超えず、より好ましくはイオン化エネルギーは３ｅＶを超えな
い。
【００４８】
　ポリオレフィン
　本発明の実施に使用されるポリオレフィンは、従来のポリオレフィン重合技術、例えば
、チーグラー－ナッタ、メタロセンまたは束縛形状（constrained geometry）触媒作用を
用いて製造され得る。好ましくは、ポリオレフィンは、モノ－またはビスシクロペンタジ
エニル、インデニル、またはフルオレニル遷移金属（好ましくは４族）触媒または束縛形
状触媒（ＣＧＣ）を、活性化剤と組み合わせて用い、溶液、スラリー、または気相重合法
で製造される。触媒は、好ましくは、モノ－シクロペンタジエニル、モノ－インデニルま
たはモノ－フルオレニルＣＧＣである。溶液法が好ましい。米国特許第５０６４８０２号
、ＷＯ９３／１９１０４およびＷＯ９５／００５２６は、束縛形状金属錯体およびそれら
の調製方法を開示する。様々な置換インデニル含有金属錯体は、ＷＯ９５／１４０２４お
よびＷＯ９８／４９２１２に教示されている。
【００４９】
　一般的に、重合は、チーグラー－ナッタまたはカミンスキー－シン型重合反応について
当技術分野においてよく知られている条件で、すなわち、０～２５０Ｃ、好ましくは３０
～２００Ｃの温度、および大気圧から１０，０００気圧（１０１３メガパスカル（ＭＰａ
））の圧力で実施され得る。懸濁液、溶液、スラリー、気相、固体状態粉末重合または他
のプロセス条件が、望まれる場合、用いられ得る。触媒は、担持されていても、担持され
ていなくてもよく、担体の組成は、広く変わり得る。シリカ、アルミナまたはポリマー（
特に、ポリ（テトラフルオロエチレン）またはポリオレフィン）が、代表的な担体であり
、触媒が気相重合法において使用される場合、望ましくは、担体が用いられる。担体は、
触媒（金属に基づいて）と担体の重量比を、１：１００，０００から１：１０、より好ま
しくは１：５０，０００から１：２０、最も好ましくは１：１０，０００から１：３０の
範囲内にするのに十分な量で、好ましくは用いられる。ほとんどの重合反応において、用
いられる触媒と重合性化合物のモル比は、１０－１２：１から１０－１：１、より好まし
くは１０－９：１から１０－５：１である。
【００５０】
　不活性液体が、重合に適する溶媒として使える。例には、直鎖および分岐鎖炭化水素、
例えば、イソブタン、ブタン、ペンタン、ヘキサン、ヘプタン、オクタン、およびこれら
の混合物；環式および脂環式炭化水素、例えば、シクロヘキサン、シクロヘプタン、メチ
ルシクロヘキサン、メチルシクロヘプタン、およびこれらの混合物；ペルフルオロ炭化水
素、例えば、ペルフルオロＣ４～１０アルカン；ならびに、芳香族およびアルキル置換芳
香族化合物、例えば、ベンゼン、トルエン、キシレン、およびエチルベンゼンが含まれる
。
【００５１】
　中（３から６０ｋｖ）および高電圧（＞６０ｋｖ）絶縁用のポリオレフィンは、物理的
設計として、しばしば、管状、またはオートクレーブである反応器内で、高圧で製造され
る。ポリオレフィンポリマーは、０．１から約５０グラム／１０分（ｇ／１０ｍｉｎ）の
メルトインデックス（ＭＩ、Ｉ２）、および０．８５から０．９５グラム／立方センチメ
ートル（ｇ／ｃｃ）の間の密度を有する少なくとも１種の樹脂またはそのブレンドを含み
得る。典型的なポリオレフィンには、高圧法低密度ポリエチレン、高密度ポリエチレン、
線状低密度ポリエチレンメタロセン線状低密度ポリエチレン、および束縛形状触媒（ＣＧ
Ｃ）エチレンポリマーが含まれる。密度は、ＡＳＴＭ　Ｄ－７９２の手順によって測定さ
れ、メルトインデックスは、ＡＳＴＭ　Ｄ－１２３８（１９０Ｃ／２．１６ｋｇ）によっ
て測定される。
【００５２】
　別の実施形態において、ポリオレフィンポリマーには、これらに限らないが、エチレン
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と、コポリマーの重量に対して少なくとも約５ｗｔ％のエステル含量を有する不飽和エス
テルとのコポリマーが含まれる。エステル含量は、しばしば、８０ｗｔ％のように大きく
、これらのレベルでは、主なモノマーはエステルである。
【００５３】
　さらに別の実施形態において、エステル含量の範囲は１０から約４０ｗｔ％である。重
量パーセントはコポリマーの全重量に対するものである。不飽和エステルの例は、ビニル
エステルならびにアクリル酸およびメタクリル酸のエステルである。エチレン／不飽和エ
ステルのコポリマーは、従来の高圧法によって製造される。コポリマーは、約０．９００
から０．９９０ｇ／ｃｃの範囲の密度を有し得る。さらに別の実施形態において、コポリ
マーは、０．９２０から０．９５０ｇ／ｃｃの範囲の密度を有する。コポリマーはまた、
約１から約１００ｇ／１０ｍｉｎの範囲のメルトインデックスを有し得る。さらに別の実
施形態において、コポリマーは、約５から約５０ｇ／１０ｍｉｎの範囲のメルトインデッ
クスを有し得る。
【００５４】
　前記エステルは、４から約２０個の炭素原子、好ましくは４から約７個の炭素原子を有
し得る。ビニルエステルの例は、ビニルアセタート、ビニルブチラート、ビニルピバラー
ト、ビニルネオノナノアート、ビニルネオデカノアート、およびビニル２－エチルヘキサ
ノアートである。アクリル酸およびメタクリル酸のエステルの例は、メチルアクリラート
、エチルアクリラート、ｔ－ブチルアクリラート、ｎ－ブチルアクリラート、イソプロピ
ルアクリラート、ヘキシルアクリラート、デシルアクリラート、ラウリルアクリラート、
２－エチルヘキシルアクリラート、ラウリルメタクリラート、ミリスチルメタクリラート
、パルミチルメタクリラート、ステアリルメタクリラート、３－メタクリルオキシ－プロ
ピルトリメトキシシラン、３－メタクリルオキシプロピルトリエトキシシラン、シクロヘ
キシルメタクリラート、ｎ－ヘキシルメタクリラート、イソデシルメタクリラート、２－
メトキシエチルメタクリラート、テトラヒドロフルフリルメタクリラート、オクチルメタ
クリラート、２－フェノキシエチルメタクリラート、イソボルニルメタクリラート、イソ
オクチルメタクリラート、イソオクチルメタクリラート、およびオレイルメタクリラート
である。メチルアクリラート、エチルアクリラート、およびｎ－またはｔ－ブチルアクリ
ラートが好ましい。アルキルアクリラートおよびメタクリラートの場合には、そのアルキ
ル基は１から約８個の炭素原子を有していてよく、好ましくは１から４個の炭素原子を有
する。アルキル基はオキシアルキルトリアルコキシシランにより置換されていてもよい。
【００５５】
　ポリオレフィンポリマーの他の例は、ポリプロピレン；ポリプロピレンコポリマー；ポ
リブテン；ポリブテンコポリマー；約５０モルパーセント未満であるが０モルパーセント
を超えるエチレンコモノマーとの、非常に短い鎖の分岐状α－オレフィンコポリマー；ポ
リイソプレン；ポリブタジエン；ＥＰＲ（プロピレンと共重合したエチレン）；ＥＰＤＭ
（プロピレン、およびジエン（例えば、ヘキサジエン、ジシクロペンタジエン、またはエ
チリデンノルボルネン）と共重合したエチレン）；エチレンと、３から２０個の炭素原子
を有するα－オレフィンとのコポリマー、例えば、エチレン／オクテンのコポリマー；エ
チレン、α－オレフィン、およびジエン（好ましくは、非共役の）のターポリマー；エチ
レン、α－オレフィン、および不飽和エステルのターポリマー；エチレンとビニル－トリ
－アルコキシシランとのコポリマー；エチレン、ビニル－トリ－アルコキシシランおよび
不飽和エステルのターポリマー；あるいは、エチレンと、アクリロニトリルまたはマレイ
ン酸エステルからの１種または複数とのコポリマーである。
【００５６】
　本発明でのポリオレフィンポリマーには、また、エチレンエチルアクリラート、エチレ
ンビニルアセタート、ビニルエーテル、エチレンビニルエーテル、およびメチルビニルエ
ーテルが含まれる。市販のエチレンビニルアセタートの一例は、ＤｕＰｏｎｔ（商標）に
よるＥｌｖａｘ（登録商標）である。
【００５７】
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　本発明でのポリオレフィンポリマーには、これらに限らないが、少なくとも約５０モル
パーセントのプロピレン由来単位と、約２０個まで、好ましくは１２個まで、より好まし
くは８個までの炭素原子を有する少なくとも１種のα－オレフィンに由来する単位による
残りの部分とを含むポリプロピレンコポリマー、および、少なくとも５０モルパーセント
のエチレン由来単位と、約２０個まで、好ましくは１２個まで、より好ましくは８個まで
の炭素原子を有する少なくとも１種のα－オレフィンに由来する単位による残りの部分と
を含むポリエチレンコポリマーが含まれる。
【００５８】
　本発明の実施において有用なポリオレフィンコポリマーには、インターポリマーの重量
に対して、約１５の間、好ましくは少なくとも約２０、より一層好ましくは少なくとも約
２５重量パーセント（ｗｔ％）のα－オレフィン含量を有する、エチレン／α－オレフィ
ンのインターポリマーが含まれる。これらのインターポリマーは、通常、インターポリマ
ーの重量に対して、約５０未満、好ましくは約４５未満、より好ましくは約４０未満、よ
り一層好ましくは約３５ｗｔ％未満のα－オレフィン含量を有する。α－オレフィン含量
は、Ｒａｎｄａｌｌ（Ｒｅｖ．　Ｍａｃｒｏｍｏｌ．　Ｃｈｅｍ．　Ｐｈｙｓ．、Ｃ２９
（２および３））に記載の手順を用いて、１３Ｃ核磁気共鳴（ＮＭＲ）分光法によって測
定される。一般に、インターポリマーのα－オレフィン含量が大きいほど、密度は小さく
、インターポリマーはより非晶質であり、これは、結果的に、保護絶縁層にとっての望ま
しい物理的および化学的特性になる。
【００５９】
　前記のα－オレフィンは、好ましくは、Ｃ３～２０の線状、分岐状または環状のα－オ
レフィンである。Ｃ３～２０のα－オレフィンの例には、プロペン、１－ブテン、４－メ
チル－１－ペンテン、１－ヘキセン、１－オクテン、１－デセン、１－ドデセン、１－テ
トラデセン、１－ヘキサデセン、および１－オクタデセンが含まれる。α－オレフィンは
また、シクロヘキサンまたはシクロペンタンのような環状構造を含んでいてもよく、３－
シクロヘキシル－１－プロペン（アリルシクロヘキサン）およびビニルシクロヘキサンの
ようなα－オレフィンを生じる。用語の古典的な意味ではα－オレフィンではないが、本
発明の目的にとっては、特定の環状オレフィン、例えば、ノルボルネン、および関連する
オレフィン、特に、５－エチリデン－２－ノルボルネンは、α－オレフィンであり、上に
記載されたα－オレフィンのいくらかまたは全ての代わりとして使用され得る。同様に、
スチレンおよびその関連オレフィン（例えば、α－メチルスチレンなど）は、本発明の目
的にとっては、α－オレフィンである。例示的なポリオレフィンコポリマーには、エチレ
ン／プロピレン、エチレン／ブテン、エチレン／１－ヘキセン、エチレン／１－オクテン
、エチレン／スチレンなどである。例示的なターポリマーには、エチレン／プロピレン／
１－オクテン、エチレン／プロピレン／ブテン、エチレン／ブテン／１－オクテン、エチ
レン／プロピレン／ジエンモノマー（ＥＰＤＭ）、およびエチレン／ブテン／スチレンが
含まれる。コポリマーは、ランダムである、または分布にむらがあり得る。
【００６０】
　本発明の実施に使用されるポリオレフィンは、単独で、あるいは１種または複数の他の
ポリオレフィンとの組合せ（例えば、モノマー組成および含量、調製の触媒方法などによ
って互いに異なる２種以上のポリオレフィンポリマーのブレンド）として使用され得る。
ポリオレフィンが２種以上のポリオレフィンのブレンドである場合、ポリオレフィンは、
何らかの反応器内プロセスまたは反応器から出た後のプロセスによってブレンドされ得る
。反応器内ブレンドプロセスが、反応器から出た後のブレンドプロセスより好ましく、反
応器内ブレンドプロセスにおいて、直列に連結された複数の反応器を用いるプロセスが好
ましい。これらの反応器は、同じ触媒が装填されるが、異なる条件、例えば、異なる反応
物濃度、温度、圧力などで運転されても、あるいは、同じ条件で運転されるが異なる触媒
が装填されてもよい。
【００６１】
　本発明の実施に有用なオレフィンインターポリマーの例には、超低密度ポリエチレン（
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ＶＬＤＰＥ）（例えば、Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙにより製造
されるＦＬＥＸＯＭＥＲ（登録商標）エチレン／１－ヘキセンポリエチレン）、均一に分
岐した線状エチレン／α－オレフィンコポリマー（例えば、Ｍｉｔｓｕｉ　Ｐｅｔｒｏｃ
ｈｅｍｉｃａｌｓ　Ｃｏｍｐａｎｙ　ＬｉｍｉｔｅｄによるＴＡＦＭＥＲ（登録商標）、
およびＥｘｘｏｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　ＣｏｍｐａｎｙによるＥＸＡＣＴ（登録商標））
、ならびに、均一に分岐し、実質的に線状のエチレン／α－オレフィンポリマー（例えば
、Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙから入手できる、ＡＦＦＩＮＩＴ
Ｙ（登録商標）およびＥＮＧＡＧＥ（登録商標）ポリエチレン）が含まれる。より好まし
いポリオレフィンコポリマーは、均一に分岐した、線状および実質的に線状のエチレンコ
ポリマーである。実質的に線状のエチレンコポリマーは特に好ましく、米国特許第５２７
２２３６号、米国特許第５２７８２７２号および米国特許第５９８６０２８号により完全
に記載されている。
【００６２】
　本発明の実施に有用な例示的ポリプロピレンには、Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ
　Ｃｏｍｐａｎｙから入手できるＶＥＲＳＩＦＹ（登録商標）ポリマー、およびＥｘｘｏ
ｎＭｏｂｉｌ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙから入手できるＶＩＳＴＡＭＡＸＸ（
登録商標）ポリマーが含まれる。様々なポリプロピレンポリマーの徹底した検討は、Ｍｏ
ｄｅｒｎ　Ｐｌａｓｔｉｃｓ　Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄｉａ／８９、１９８８年１０月中期
版、６５巻、１１号、６～９２頁に含まれる。
【００６３】
　ポリマー組成物
　本発明での電圧安定剤は、電気トリーイングを抑制する任意の量で使用され得る。電圧
安定剤は、組成物の重量に対して、少なくとも０．０００１、好ましくは少なくとも０．
００１、より好ましくは少なくとも０．０１ｗｔ％に量で使用され得る。組成物中の電圧
安定剤の最大量についてのただ１つの制約は、経済性と実用性（例えば、減少する収益）
によって課せられるものであるが、通常、一般的な最大は、組成物の２０未満、好ましく
は３未満、より好ましくは２ｗｔ％未満を含む。
【００６４】
　組成物は、これらに限らないが、酸化防止剤、硬化剤、架橋補助剤（ｃｏ－ａｇｅｎｔ
）、促進剤（ｂｏｏｓｔｅｒ）、抑制剤（ｒｅｔａｒｄａｎｔ）、加工助剤、フィラー、
カップリング剤、紫外線吸収剤または安定剤、帯電防止剤、造核剤、スリップ剤、可塑剤
、滑剤、粘度調整剤、タッキファイア、ブロッキング防止剤、界面活性剤、伸展油、酸捕
捉剤、および金属不活性化剤を含めて、さらなる添加剤を含み得る。添加剤は、組成物の
重量に対して、約０．０１未満から、約１０ｗｔ％を超える範囲の量で使用され得る。
【００６５】
　酸化防止剤の例は、これらに限らないが、次の通りである：ヒンダードフェノール、例
えば、テトラキス［メチレン（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシヒドロ－
シンナマート）］メタン、ビス［（ベータ－（３，５－ジｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロ
キシベンジル）－メチルカルボキシエチル）］スルフィド、４，４’－チオビス（２－メ
チル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール）、４，４’－チオビス（２－ｔｅｒｔ－ブチル
－５－メチルフェノール）、２，２’－チオビス（４－メチル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフ
ェノール）、およびチオジエチレンビス（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキ
シ）ヒドロシンナマート；ホスファイトおよびホスホナイト、例えば、トリス（２，４－
ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ホスファイトおよびジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル－ホ
スホナイト；チオ化合物、例えば、ジラウリルチオジプロピオナート、ジミリスチルチオ
ジプロピオナート、およびジステアリルチオジプロピオナート；様々なシロキサン；ポリ
マー化した２，２，４－トリメチル－１，２－ジヒドロキノリン、ｎ，ｎ’－ビス（１，
４－ジメチルペンチル－ｐ－フェニレンジアミン）、アルキル化ジフェニルアミン、４，
４’－ビス（アルファ，アルファ－ジメチルベンジル）ジフェニルアミン、ジフェニル－
ｐ－フェニレンジアミン、混合ジ－アリール－ｐ－フェニレンジアミン類、および他のヒ
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ンダードアミン劣化防止剤または安定剤。酸化防止剤は、組成物の重量に対して、約０．
１から約５ｗｔ％の量で使用され得る。
【００６６】
　硬化剤の例は次の通りである：ジクミルペルオキシド、ビス（アルファ－ｔ－ブチルペ
ルオキシイソプロピル）ベンゼン、イソプロピルクミルｔ－ブチルペルオキシド、ｔ－ブ
チルクミルペルオキシド、ジ－ｔ－ブチルペルオキシド、２，５－ビス（ｔ－ブチルペル
オキシ）２，５－ジメチルヘキサン、２，５－ビス（ｔ－ブチルペルオキシ）２，５－ジ
メチルヘキシン－３、１，１－ビス（ｔ－ブチルペルオキシ）３，３，５－トリメチルシ
クロヘキサン、イソプロピルクミルクミルペルオキシド、ジ（イソプロピルクミル）ペル
オキシド、またはこれらの混合物。過酸化物硬化剤は、組成物の重量に対して、約０．１
から５ｗｔ％の量で使用され得る。様々な他の知られている硬化補助剤、促進剤、および
抑制剤、例えば、トリアリルイソシアヌラート；エトキシ化ビスフェノールＡジメタクリ
ラート；α－メチルスチレン二量体；および米国特許第５３４６９６１号および米国特許
第４０１８８５２号に記載されている他の補助剤が使用され得る。
【００６７】
　加工助剤の例には、これらに限らないが、カルボン酸の金属塩、例えば、ステアリン酸
亜鉛またはステアリン酸カルシウム；脂肪酸、例えば、ステアリン酸、オレイン酸、また
はエルカ酸；脂肪アミド、例えば、ステアラミド、オレアミド、エルカミド、またはｎ，
ｎ’－エチレンビルステアラミド；ポリエチレンワックス；酸化されたポリエチレンワッ
クス；エチレンオキシドのポリマー；エチレンオキシドとプロピレンオキシドとのコポリ
マー；植物ワックス；石油ワックス；非イオン界面活性剤；およびポリシロキサンが含ま
れる。加工助剤は、組成物の重量に対して、約０．０５から約５ｗｔ％の量で使用され得
る。
【００６８】
　フィラーの例には、これらに限らないが、クレー、沈降シリカおよびシリカート、フュ
ームドシリカ炭酸カルシウム、粉砕鉱物、および１５ナノメートルより大きい算術平均粒
径を有するカーボンブラックが含まれる。フィラーは、組成物の重量に対して、約０．０
１未満から約５０ｗｔ％を超える範囲の量で使用され得る。
【００６９】
　ケーブル絶縁材料のコンパウンディングは、当業者に知られている標準的手段によって
実施され得る。コンパウンディング装置の例は、密閉式バッチ混合装置、例えば、Ｂａｎ
ｂｕｒｙ（商標）またはＢｏｌｌｉｎｇ（商標）密閉式混合装置である。あるいは、１軸
または２軸スクリュー連続混合装置、例えば、Ｆａｒｒｅｌ（商標）連続混合装置、Ｗｅ
ｒｎｅｒ　ａｎｄ　Ｐｆｌｅｉｄｅｒｅｒ（商標）２軸スクリュー混合装置、またはＢｕ
ｓｓ（商標）連続混練押出機が使用されてもよい。用いられる混合装置のタイプ、および
混合装置の運転条件は、半導電性材料の特性、例えば、粘度、体積抵抗率、および押出し
表面の滑らかさに影響を及ぼすであろう。
【００７０】
　ポリオレフィンポリマーと、非局在化電子構造を有するオリゴマーまたは導電性ポリマ
ーとの組成物を含む絶縁層を含むケーブルは、様々なタイプ、例えば、１軸または２軸ス
クリュータイプの押出機により製造できる。従来の押出機の説明は、米国特許第４８５７
６００号に見出すことができる。共押出およびそのための押出機の例は、米国特許第５５
７５９６５号に見出すことができる。通常の押出機は、その上流末端にホッパーを、また
その下流末端にダイを有する。ホッパーがバレルに原料供給し、バレルはスクリューを収
納している。下流の末端で、スクリューの先端とダイの間に、スクリーンパックおよびブ
レーカープレートがある。押出機のスクリュー部分は３つのセクション（フィードセクシ
ョン、圧縮セクション、および計量セクション）、ならびに２つのゾーン（後部加熱ゾー
ンおよび前部加熱ゾーン）に分割されると考えられ、これらのセクションおよびゾーンは
上流から下流に向かう。代替として、上流から下流に向かう軸に沿って複数の加熱ゾーン
（３つ以上）があり得る。押出機が２つ以上のバレルを有する場合、バレルは直列に連結
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される。各バレルの長さと直径の比は、約１５：１から約３０：１の範囲にある。押出し
の後、ポリマー絶縁材が架橋されるワイヤ被覆では、ケーブルは、しばしば、押出ダイの
下流の加熱された加硫ゾーンに、直ちに通される。加熱された硬化ゾーンは、約２００か
ら約３５０Ｃの範囲、好ましくは、約１７０から約２５０Ｃの範囲の温度に保たれ得る。
加熱されたゾーンは、加圧流、または誘導加熱加圧窒素ガスによって加熱され得る。
【００７１】
　以下の実施例は、本発明の様々な実施形態を例示する。全ての部数およびパーセンテー
ジは、特に断らなければ、重量による。
【実施例１】
【００７２】
　電気トリーイングを抑制する電圧安定剤（この実施例では、β－カロテン）の能力を試
験する。しかし、上記のように、どのような電圧安定剤でも使用できる。低密度ポリエチ
レンであるＤＸＭ－４４６を、ＡＳＴＭ　Ｄ－３７５６に記載の２針特性電圧試験（Doub
le Needle Characteristic Voltage Test（DNCV））により電気トリーイングを測定する
ために用いる。ポリエチレンでの通常の電圧は、９ｋｖ（熱可塑性）から１８ｋｖ（架橋
後）の範囲である。
【００７３】
　２針試料を、ＡＳＴＭ　Ｄ－３７５６に略述されているように調製する。手短に言えば
、ＤＸＭ－４４６を、予め加熱した１４０ＣのＢｒａｂｅｎｄｅｒ　Ｐｌａｓｔｉｃｏｒ
ｄｅｒに投入する。ポリマーが溶融した後、４つの試料：（１）ＤＸＭ－４４６；（２）
ＤＸＭ－４４６＋５％のフェナントレン；（３）ＤＸＭ－４４６＋５％のアントラセン；
および（４）ＤＸＭ－４４６＋２％のβ－カロテン（ミネラルオイル中）を調製する。フ
ェナントレンまたはアントラセンは、固体として、または適当な溶液（例えば、ミネラル
オイル）中に予め溶解させてかのいずれかで加える。試料はＢｒａｂｅｎｄｅｒから迅速
に取り出し、ＡＳＴＭ－Ｄ－３７５６に記載の適切な厚さの板に、試料をプレスする。
【００７４】
　板を、ＡＳＴＭ　Ｄ－３７５６に記載の矩形固体に切断する。試験針を、ＡＳＴＭ　Ｄ
－３７５６に記載の通り、試料に挿入する。ひとたび針を挿入すると、試料を、ＡＳＴＭ
　Ｄ－３７５６に記載の試験装置に設置する。電圧を加え、ＡＳＴＭ　Ｄ－３７５６に記
載の通り、試料を試験する。添加剤は、添加剤を含む試料が、ＤＸＭ－４４６ベースポリ
マーだけの試料を超えるＤＮＣＶ値を有する場合に、トリー抑制剤と見なされる。
【００７５】
【表１】

【実施例２】
【００７６】
　電気トリーの開始に対する耐性を記述するための１つの有用なパラメータは、「モル電
圧差」（ＭＶＤ）である。添加剤、例えば電圧安定剤は、しばしば、重量ベースで絶縁材
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料に添加されるので、モルベースのパラメータは添加剤の効率をより一般的に表現するこ
とができる。ポリマー添加剤では、「セグメント電圧差」（ＳＶＤ）が有用であり得る。
ポリマーの「セグメント」は、ポリマーの繰返しモノマー単位として定義できる。コポリ
マーでは、「平均」のセグメント繰返し単位が、コモノマーの「平均」の重量から計算で
きる。
【００７７】
　ＭＶＤは、次のように定義できる。
　［ＤＮＣＶ（ポリマー＋添加剤）－ＤＮＣＶ（純粋なポリマー）］／Ｍ（添加剤モル数
／Ｋｇのポリマー）
【００７８】
　２針試料を、ＡＳＴＭ　Ｄ－３７５６に略述されているように、また実施例１に簡単に
記載したように調製する。図１は、断熱電子親和力およびイオン化ポテンシャルへのＭＶ
Ｄの依存性の等高線プロットである。添加剤および添加剤の量子力学的特性を、表２に列
挙する。
【００７９】
　断熱電子親和力は物理的意味を有する分子の特性であるという理由で、断熱電子親和力
を垂直親和力に優先して選んだ。物理的系におけるラジカルアニオンの生成に際して、ア
ニオンは、断熱電子親和力を計算するのに用いられる、幾何学的に最適な構造を取るであ
ろう。
【００８０】
　図１に示すように、またＭＶＤによって測定されるように、より良好な電圧安定化性能
は、より大きな断熱電子親和力およびより小さいイオン化ポテンシャルを有する添加剤に
より実現される。ＭＶＤは、電子親和力が大きくなり、イオン化ポテンシャルが小さくな
ると増加する。これらの特性を有する添加剤は、大きな電子親和力によって電子を受容で
き、同時に、小さいイオン化ポテンシャルによってイオンを生成し得る。大きな電子親和
力および小さいイオン化ポテンシャルを有する電圧安定剤は、電気トリーの開始を抑制し
、妨げると期待される。
【００８１】
　さらに、図１に示すような、等高線プロットは、可能性として良好な電圧安定剤を、そ
れらの計算された電子親和力およびイオン化ポテンシャルに基づき、電気トリーイングの
抑制について試験して、確認するための実験を考案するために使用できる。さらに、等高
線プロットは、電圧安定剤の好ましい濃度を決めるために用いることができる。
【００８２】
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【表２】

【００８３】
　本発明が先の明細書によってかなり詳細に説明されたが、この詳細は、例示のためので
あって、次の添付の特許請求の範囲に対する限定であると解釈されてはならない。引用さ
れた報告書、参考文献、米国特許、認められた（allowed）米国特許出願および米国特許
出願公開の全ては参照によって本明細書に組み込まれる。
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